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1. まえがき 

本研究では、災害時における現場対応を支援する。そ

のための枠組みとして、多様な災害対応活動を「対応の

事前検討可能性」の観点から分類し、分類ごとに適切な

支援機能を提供する。 
地震などの災害において、自治体が各地域の被害情報

を迅速に収集することは減災を達成する上において重要

な課題である。災害時の対応は各自治体、ボランティア、

企業などの関連機関が連携して、急速に変化する状況に

柔軟に対応することが求められる。そのためには、迅速

な情報収集とその整理、そしてそれらに基づく適切な対

策の検討と、関係各所との情報および対策の共有が重要

である。しかし災害現場では真偽の定かでない情報が大

量に発生し、職員も目の前の事象の対応に追われること

が多い。特に地震災害においては、その被害の規模が広

域かつ甚大になりやすく、また発生する問題も多岐にわ

たる。そのために被害情報はマスメディアに頼る傾向に

あり、その内容はマスメディアが興味を持つ偏ったもの

となっている[1]。現在でも自治体の情報源はヘリコプタ

ーや高所カメラによる広域的かつ概括的な被害情報が中

心である。それ以外のローカリティの強い被害情報は電

話や口コミなどを通じてもたらされ、メモなどのアナロ

グ情報として記録されている。そのため、検索や参照に

多大な労力と時間を要する。また、収集された情報を自

治体がすべて把握管理することは難しい上、それらの被

害にいちいち対処するには膨大な人手と時間を必要とす

る。そのために対応が後手にまわり、被害が拡大せざる

をえなくなる。 
それらの反省から情報端末を用いた防災システムを導

入して一元管理しようとする自治体は増えつつある。そ

れらのシステムはマクロな観点で情報を管理することを

主眼としている。したがって、例えば避難所での食料配

分や収容人数問題などの細やかな支援まで行き届いてい

るとは言えない。またそれらの問題の多くには絶対的な

解決方法がない。そのために、現場で判断に困る事象も

少なからず存在する。それらの問題は対策本部の判断に

ゆだねられるが、現場にいない対策本部が限られた情報

から対応を検討することは容易ではない。また対策本部

はそれ以外の案件にも関わらざるを得ず、特定の問題の

検討に避ける時間は多くはない。結果としてこれらの要

員が重なって、新たなトラブルを招くこととなる。 
災害時の情報に関する問題は多岐にわたるが、本研究

では、上記のような災害時に発生する問題とその対応支

援に注目して、システムがそれらの問題を、あらかじめ

想定できるかどうか、高度な判断を必要とするかどうか

という観点から分類し、分類ごとに適切な支援機能を提

供する。具体的にはシステムが入力された情報からその

問題の対策を用意しているならばそれを提示して、対策

を用意していない問題、高度な判断を必要とする問題、

ほかの現場の意見を取り入れるべき問題などについては、

試行錯誤的な問題解決支援、協調作業的な支援を提供す

る。 

2. 関連システムと研究動向 

2.1 現状システムの課題 
災害情報の管理を支援する情報システムとしては、国

レベルでは総務省による防災情報共有プラットフォーム、

都道府県レベルでは兵庫県フェニックス防災情報システ

ムなど、市区町村レベルでは防災行政無線を中心とする

防災情報システムがある。これらのシステムの主な機能

は情報の収集と提供にある。これらのシステムは地震計、

各種気象計測装置、監視カメラなどのセンサや気象情報

会社のデータベースとネットワークで接続されており、

情報を収集することで被災状況を把握し、関係各所や市

民に必要な情報を提供している[2]。しかし前述のように

マクロな情報収集が基本であり、以下のような問題が存

在する。 
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① 情報を交換するシステムは提供されているが、大

量の情報を整理して、参照しやすくするような機

能はない。 
② また現場でのローカルな情報収集活動、中央での

情報管理・提供活動、トラブル発生時の対応など

を統合的に支援する枠組みを持っていない。 
③ 入力すべき項目が多いために被災時には相当な手

間となる。多くの自治体では、現場対応に人手を

取られて、情報システムへの入力を行う担当者を

確保できていない。 
④ 平時に訓練できるモードが用意されているが、十

分ではない。 
2.2 関連研究 
本研究に関連する先行システムとして「安震システム」

がある[3]。ユーザ間での情報交換のための「安震スタン

ド」、GPS による各地の状況を収集する「安震君」、それ

らの情報を元に防災マニュアルを策定する「防災カルテ

システム」を内包する情報発信システム「安震ウェブ」

の３つから成る。このシステムでは、オブジェクト指向

モデル化技術によって事象を分析することで、事象の「デ

ータ的」な側面、「制御的」な側面、「機能的」な側面を

抽出して複雑な問題の分析を可能としている。また携帯

端末を利用して各地域による細かな情報収集と対応策の

策定を行えるシステムである。 
しかし、対象となる情報端末が自治体から貸し出され

ているものに限定されていたり、ひとつの事象に対して

最大 9 つの要素の入力を必要としているなどの問題があ

る。また災害対策で大きな問題となるトラブル対応につ

いては、トラブルの程度を考慮したきめ細かな支援が十

分に考慮されていない。 

3. システムの概要 

3.1 SRK モデル 
本研究では、誰もが不慣れな災害対応の中で、トラブ

ル発生時に、中央と現場の双方を統合的に支援する枠組

みの構築を目指す。特に、トラブルのレベルを考慮した

支援方法のきりかえが中心となる。それについては、

Rusmussen の SRK モデルを用いた支援機能を提案する。 
SRK モデルは、人の行動や判断を熟練度意識性によっ

て分類したモデルである[4]。人間の行動を習慣性・無意

識性のレベルに応じて S（Skill：技能)、R（Rule：規則)、
K（Knowledge：知識)の 3 種類に分類し、S、R、K のそ

れぞれに対して適切なヒューマンインタフェースを設計

する枠組みを提供する（図 1）。特にトラブル対応に関す

る規則が整理され、ユーザとの相互作用が多いインタラ

クティブなシステムを持つ分野、例えば原子力発電プラ

ントなどへの適用実績があり、ヒューマンインタフェー

スを設計するのに有効なモデルである。防災の分野では

十分なマニュアルの構築ができていない状況が続いてお

り、SRK モデルが用いられたシステムの適用例がない。

しかし 1995 年の兵庫県南部地震以降、度重なる地震災害

を通じて、自治体、企業、住民、ボランティアの対応事

例が蓄積されつつある現状から、規則ベースでの支援が

実現可能となってきた。またマニュアルとして整理でき

る部分が徐々に明確化されてきたことで、マニュアルと

して整理できない部分（知識ベース）の活動の事例も整

理されてきたといってよい。 
本システムでは、災害時に情報収集や現場対応を行う

職員が使用する携帯端末に情報を入力して送信すること

をきっかけとして、サーバが情報の種類に応じて適切な

支援を行うようになっている。以下で詳細を説明する。 

 

 図 1. Rusmussen の SRK モデル 

3.2 技能ベース 
技能ベースな活動は意識的な制御を必要としない日常

的・習慣的な行動であり、シグナルとして知覚した外部

情報に基づいて無意識的または反射的に行動が喚起され

る。ユーザが状況を直観的に把握し、慎重な検討なしに

即時対応できる。特に問題が発生していない状況での監

視活動などがこれに該当する。 
本システムでは、担当者は GPS 付き携帯電話を持って

現場で情報収集を行う。このシステムでは、情報収集用

のwebページを開いておくことで自動的にGPS情報のリ

クエストが送られるようになっている。担当者は携帯を

持ち歩くだけで位置情報を中央のサーバに送信できるよ

うになっている。このシステムは位置情報による行動履

歴から道路状況を判断するとともに、情報が来ていない

未知の地域に向かう担当者の安全管理を主に考えて構築

されている。まず送信された情報をもとにサーバは以下

の情報を返す。 
① 付近の危険な場所の情報 
② 付近の消息不明者の情報 
これらの情報は、情報収集用のページに詳細な地図と

共に表示される（図 2）。担当者はこれらの情報を参照す

ることで、危険な場所にうっかり足を踏み入れることを

未然に防ぐことができる。またこのシステムは担当者か



らの更新が途絶、または一定時間留まっている場合、何

らかの障害が発生したと自動的に判断する。最初にまず

担当者に対して移動できない理由を問うメールを送信す

る。そのメールに対する返事が一定時間返ってこなかっ

た場合に消息不明者(②)と判断して周囲の関係者にメー

ルを自動送付する。付近の関係者はそのメールを基に現

場に急行し、現状を報告してもらう。場合によっては危

険な場所(①)であると報告してもらうことで、新たな犠牲

者の発生を防止する。また危険だと判断されているにも

かかわらず危険地域に近付く担当者を検出した場合、シ

ステムはアラームメールを送信する。上記の仕組みによ

って、2 次災害を未然に防ぐのがこのシステムの役割で

ある。図 3 にアラームメールの画面例を示す。 

 
図 2 位置情報取得時の画面例 

     
   図 3 アラームメールの画面例 

3.3 規則ベース 
規則ベースな活動は、平常時に事前に対応を検討でき

るような、予測可能な問題状況への対応行動である。サ

インとして知覚した情報に基づいて目標を達成するため

に必要な規則（ルール）を検索し、適切なものを選んで

実行すべき行為系列を組み立て、実行するものである。

対応行動はあらかじめ「マニュアル」として整理されて

いる。過去の災害事例から得られた教訓（事例）もここ

に含まれる。 
本システムでは、現場ユーザが問題状況に遭遇したと

きに、それに関する必要事項を記入してサーバに送って

もらう。その情報は一般的な対応規則、および過去の問

題状況と解決方法に関する事例ベースと対比される。一

般的な対応規則については、既存の防災マニュアルに掲

載されているものはそれを利用し、そうでないものにつ

いては新たに収集・データベース化する必要がある。類

似の状況に関する規則や事例が存在する場合には、規則

ベース的問題であるとして、その内容が回答例として返

信される。図 4 に画面例を示す。対応事例は「時間帯」

「場所」「状況」「危険性」で整理されており、それぞれ

一致する事例が表示されるようになっている。この例で

は問題発生状況のうち「時間帯」の状況が一致した 3 つ

の事例を表示している。この中で適切な事例を選ぶよう

に指示している。対応の結果、成功と判断された場合に

は、その対応が成功事例として事例ベースに新たに格納

される。 
以上のように 
① 情報を送信 
② マニュアルと対比される 
③ 送られた対応例から選択する 
④ 成功した対応例を新たに登録する 

というプロセスを繰り返すことで、既存のマニュアル

の保守、改良も兼ねている。また、多く参照された対

応例は、災害時に頻発する問題に対する優秀な対応例

であるとして、優先的に持ってくるプロセスを組み込

む事で、問題対応の時間の短縮を図ることができる。 
また頻発する問題は、自動的に規則ベースから技能ベ

ースへと移行して、自動的に提供する機能も検討中で

ある。 

 
図 4 規則ベース行動の支援機能の画面例 



該当する事例が存在しない場合、または回答が適切で

ないとユーザが判断した場合、未知の事象である知識ベ

ース的な問題であると判断されて、次節で述べるシステ

ムに引き渡される。 
3.4 知識ベース 
知識ベースな活動は、予測することが困難な想定外の

事象への試行錯誤的な対応に相当する。状況の認識およ

び解釈を行い、解決すべき問題のモデル化を行った上で、

試行錯誤的に問題を解決するものである。 
本システムでは、マニュアルに解決例が存在しない、

または解決例が不適切な場合に、問題が管理者側に送ら

れて、ユーザと管理者による対話による解決を支援する

機能が該当する。システムではすべてのユーザの情報が

表示されており、どの場所で、どのような状況が発生し

たのかに関する現場からの報告を支援する報告テンプレ

ートを用意し、情報共有を促進している。規則ベースな

活動の支援機能において解決しなかった問題に「回答要

請」というフラッグを立てて、専門家としての判断を要

請している。災害対策室では既存の防災情報システムが

提供するグループウェアを利用して関係者で対策を検討

し、その結果を現場ユーザに回答する。その回答が有効

であると評価された場合には、新たな解決事例として登

録し、規則ベースな活動の支援機能において参考事例と

して提供する。 
知識ベース的な活動における支援機能は本来の自治体

が行っている情報収集とその対応のための連絡を web 上

で行えるようにしたものである。このシステムでは前述

の技能ベース、規則ベースにおいて、管理者が行わなけ

ればならなかったユーザの安全管理とマニュアル参照を

自動化している。また未知の事象に関しても対応事例を

確立すれば、次回からは規則ベース的な支援機能で扱わ

れる問題になることで、使えば使うほど管理者とユーザ

双方の負担が減るシステム構成になっている。 
図 5 に画面例を示す。 

 
図 5 知識ベースの管理者用画面の例 

4. システムの評価 

以上のシステムのデモを滋賀県大津市、京都消防など

に実施してヒヤリング調査を行った。以下の評価が得ら

れた。 
4.1 大津市 
① このシステムは、行政よりも地域単位の自主防災

組織のほうが有効性は高いのではないか。自主防

災組織がこのシステムを使う場合、利用者はその

地域の情報を得るために活用する可能性がある。 
② 集めた情報を信憑性などに応じて整理するシス

テムは必要。同じ報告でも件数によって信憑性は

変わる。 
③ 被害画像を見ることができれば、町が受けた被害

を把握しやすい。現状では高所カメラなどを用い

て大局的な俯瞰をして初動を行うしかない。 
4.2 京都市消防 
① 対応を間違えないように情報を整理する必要が

ある。 
② 収集する情報の信憑性の問題もあるので、システ

ムの利用者は信頼できる役員などに限定すべき。 
③ 携帯端末で位置情報を取得できる点は便利。 
④ 被害情報を表示するシステムは既存のものがあ

るので、現場での活動を支援できる機能が欲しい。

具体的には、地理が不案内な人でも活動できるよ

うな機能。 
いずれについても、初動においてはマクロな対策が中

心となり、きめ細やかな支援は難しいという意見であっ

た。また地震発生時に職員の安否や居場所を瞬時に把握

できるシステムがあれば、初動までの手間を抑制できる

という意見があった。またこのシステムはインターネッ

トが使用可能な状況を想定しているために、今後の課題

として、オフラインでも使用ができるような柔軟なシス

テムにしたい。 
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